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要旨 
本研究の目的は，一般高齢者施策「憩いのサロン」事業参加高齢者の認知症
発症前段階に低下するとされる認知機能について，その低下（認知症ハイリス
ク者と認知機能低下者）割合を示すことである．対象は，地域支援事業一般高
齢者施策である愛知県武豊町「憩いのサロン」事業の運営に携わっているボラ
ンティア 66 名（平均年齢 66.1±6.9 歳，男性 16 名，女性 50 名）である．評価
には，Mini-Mental State Examination(MMSE）,改訂長谷川式簡易知能検査スケ
ール（HDS-R）を実施した．本研究では，①MMSE と HDS-R におけるカットオフ値
（MMSE23/24，HDS-R20/21）以下の該当者割合を求めた．②MMSE の平均値－１SD
を算出し，それ以下の該当者数から軽度認知機能低下者の割合を求めた．その
結果，①では，MMSE，HDS-R のカットオフ値以下は 66 名中 4 名（5.0％）が該当
した．②では，MMSE の平均値－１SD は 26.2 点，26/27 がカットオフ値であり，
MMSE26 点以下の軽度認知機能低下には，66 名中 14 名（21.2%）が該当した．介
護予防一般高齢者施策参加ボランティアにも MMSE による，認知機能低下者のい
ることが示された． 
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【背景】 
認知症有病率は加齢に伴い増加する．海外での疫学研究において認知症有病率は，60 歳
以上で 4～6％，85 歳以上では 22～30％に上昇する 1）．  
わが国では，これまでの調査から認知症有病率は５％前後と推計されているが，今後高
齢者人口が増加することから認知症対策が課題となっている 2）．  
 厚生労働省は，2006 年 4 月から介護保険制度のなかで，介護予防事業を開始している．
そのひとつとして認知症予防事業は，地域支援事業一般高齢者施策の中で行われている 3）．
認知症予防事業では，認知症予防のための因子を明らかにし，さらに有効な予防法を開発
することが求められている． 
介護予防事業では，その対象となる特定高齢者を当初５%と見込んだがスクリーニング
とその対象者の事業への参加は十分ではないことから事業そのものが機能しておらず，そ
の対策が課題となった 4）．例えばその対策として，埼玉県和光市では，基本チェックリス
トに新たに 11 分野を加えた独自の調査票を活用している 5）．また，東京都荒川区では，
健診受診の啓蒙活動に重点を置き，受診者の増加が特定高齢者の抽出につながったとして
いる．これに対し，厚生労働省でも基本チェックリストの判定基準を緩和するなどの改善
策を示した 6）．  
認知症予防対象者のスクリーニングは，基本チェックリストの認知症の項目に１つでも
該当した場合リスクありと判定され，特定高齢者に該当しない場合においても，可能な限
り精神保健福祉対策の健康相談等により，治療の必要性等についてアセスメントを実施し，
受診勧奨や経過観察等を行うとなっている 3）．しかしながら，健康状態にある一般高齢者
の認知機能の特性やその割合を報告したものは少ない． 
本研究の対象である愛知県武豊町では，一般高齢者施策として「憩いのサロン」（以下
サロン）事業を展開している．愛知県武豊町は，人口約４万人で高齢化率は 17％（2007
年９月）の自治体である．武豊町では 2006 年１月に第３期老人保健・福祉介護保険事業計
画において一般高齢者を対象にするサロンの実施が決定された．武豊町のサロン運営の特
徴は，高齢者が歩いて通えるように町内に多数の会場を整備，住民がボランティアとして
サービスを提供する住民主導型で楽しさを追究することから継続した参加による住民間交
流，社会的なサポートの拡充を図ることから，認知症にならずに健康寿命の延伸を目指し
ている． 
 本研究では，愛知県武豊町で展開されているサロン参加高齢者の認知症発症前段階に低
下するとされる認知機能について，その低下（認知症ハイリスク者と認知機能低下者）割
合を示すことである． 
 
【対象】 
対象は，サロンの運営ボランティア（以下，ボランティア）である．2007 年６月から８
月にかけて各サロンで初回評価を実施した．また，サロン開始から平均８ヶ月後の 2008
年２月に第２回目の評価を行った．分析対象は，１回目と２回目それぞれの評価が初回の
者とした．その内訳は，ボランティア 66 名（平均年齢 66.1±6.9 歳，男性 16 名，女性 50 名）で
ある（表１）． 
評価実施にあたっては，各サロンで事前に評価の趣旨を記した説明文を配布し，当日に
も，同様の説明文を配布し説明後に評価を受けると同意した者を対象とした．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価と方法】 
評価には，Mini-Mental State Examination（以下，MMSE），改訂長谷川式簡易知能検
査スケール（以下，HDS-R）を実施した．  
本研究では，ボランティアの認知症ハイリスクと認知機能低下の可能性のある者の把握を目
的とし，２つの分析を行った．①ボランティアの MMSE と HDS-R において認知症のカットオフ値
（MMSE23/24，HDS-R20/21）以下の該当者数から認知症ハイリスク者の割合を求めた．②ボ
ランティアの MMSEの平均値－１SD を算出し，認知機能低下の MMSEのカットオフ値を求め，
カットオフ値以下である軽度認知機能低下者の割合を求めた． 
なお，本研究は星城大学研究倫理審査委員会の承認を受け，武豊町との間で定めた研究
協定を遵守したものである． 
 
【結果】 
分析結果を図１に示した．①では，MMSE のカットオフ値である 23 点以下は３名，HDS-R の
カットオフ値 20 点以下は１名で 66 名中４名（５％）が認知症ハイリスク者に該当した．②では，
ボランティアの MMSE の平均値－１SD は 26.2 点，26/27 がカットオフ値と算出された．
MMSE26 点以下である軽度認知機能低下者は，66 名中 13 名（19.6%）が該当した． 
 
 
 
66.1±6.9歳66名全体
50名女性
16名男性ボランティア
平均年齢人数
 
表１ ボランティアの内訳 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【考察】 
藤原らの報告では，地域在住高齢者 1,527 名を対象に，MMSE 平均値－1SD を認知機能
低下（MCI 相当）としてスクリーニングしたところ 371 名（24.0%）が該当し，その内いわゆる認知
症ハイリスク者に相当する重度が 9.0%，軽度認知機能にあたる軽度が 15.0%であった 7）．本研
究において，認知症ハイリスク者は 5.0%，MMSE 平均値－１SD の認知機能低下相当は 21.2%
の計 26.2%が該当した．つまり，本研究の対象者である一般高齢者施策参加の地域在住高齢
者にも先行研究とほぼ同等の認知機能低下（MCI 相当）が含まれていた．  
軽度認知機能低下（MCI）について Petersen らは，MCI患者 66人を追跡調査した結果１年
当たり 12.0%がアルツハイマー型認知症（以下，ATD）に進行したと報告している 8）．また，
Tierney らによると 107 名の MCI 患者を 2 年間経過観察したところ 27%が ATD に進行した 9）．
認知機能に異常がない高齢者の 1 年後 ATD への移行が１～２%であるのに比べ MCI は高率
で ATDへと移行する 10）．本研究の対象者である一般高齢者施策参加者には，相当数の認知
機能低下者が確認された．しかし，認知症予防対象の判定には，他の認知機能検査も必要で
あることから，一概に認知症発症のハイリスク者と判定するには慎重でなくてはならない．いず
れにしても認知機能低下の可能性があり，今後の追跡とサロンでの認知症予防に貢献にし得
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図１ 認知症ハイリスクの割合と軽度認知機能低下の割合 
るプログラム開発が必要と考えられる． 
本研究の課題と限界として，Petersen らが提唱した軽度認知機能低下（MCI）の基準には①
記憶障害の訴え，②客観的な記憶障害，③一般的な認知機能は正常，④ADL は自立，⑤認
知症ではないが示されている．  11)．本研究では一般高齢者を対象とし軽度認知機能低下
（MCI相当）をMMSE以外の標準化された評価を用いていない点が限界と課題である．つまり，
厳密な意味での操作的定義によるクリニカルベースの MCI を選定しているとは言えず，いわば
コミュニティーベースの MCI に相当すると考えられる．先行研究では，コミュニティーベースの
MCI とクリニカルベースの MCI との比較で認知症有病率には大差がないとの報告もあるが 12)，
今後は，検討が必要であると考える． 
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